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日本の若者のグローバル意識については、内向き志向の傾向が強いことが
近年の新聞紙上や調査研究で指摘されてきた。実際、日本学生支援機構
（2014）によると、日本人学生の海外留学は 2004年度の 82,945人をピーク
に漸減し 2010年度には 58,060人に減少している。一方、新入社員のグ
ローバル意識を 2001年より 3年に一度調べている産業能率大学（2013）に
よれば、海外志向の強い層と弱い層がそれぞれ増加するという経年変化が認
められたという。また、大学卒業後に仕事で渡航する可能性を韓国、中国、
アメリカ、ヨーロッパ、アフリカの各国と地域について大学生たちに見積も
らせたところ（以下、特に国や地域を限定しない場合は「海外勤務の可能
性」と表記）、アメリカの海外勤務の可能性が圧倒的に高くアフリカのそれ
は極端に低かった（萩原，2012; 有馬，2014）。
今日のグローバル化の進展状況を鑑みると、若者がアメリカに限らず外国
で仕事をする機会は少なからずあることは明白である。そのような状況であ
るにもかかわらず、日本の若者の対外意識、特に海外で仕事をすることに対
する積極性には個人差のみならず渡航先による差も認められる。これらの差
異の要因は、萩原（2012）と有馬（2014）で見出された海外志向性と国際
 1 本研究は 2008～2012年度にかけて、萩原滋（慶應義塾大学名誉教授）を代表に
行われた「記憶の共有と風化―テレビの社会的役割の変化」という研究プロジェ
クトの一部であり、慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所「研究・
教育基金」ならびに「寄付金」による研究助成を受けて行われた。また、本稿の
一部は第 54回日本社会心理学会大会（2013年 11月開催）において発表された。
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結婚許容度、すなわち“グローバル意識”であると思われる。そこで本稿で
は、グローバル意識に影響を及ぼす若者たちの直接的・間接的な異文化接触
経験とその他の心理的要因を明らかにすること、さらにそれらの要因がどの
ようにグローバル意識や海外勤務の可能性に対する見積もりに影響している
かをその大きさと共に検討する。こうした検討により、グローバル意識や海
外勤務に対する意欲を育む体験や要因を明らかにすることができるだろう。
今後、ヒト・モノのグローバル化は進展することはあっても後退する可能性
は低い。したがって、本稿の試みは、今後のグローバル社会において日本を
代表する世代の教育に何らかの提言をもたらす可能性がある。
グローバル意識、異文化接触の直接経験と間接経験については、既に別の
論文で測定尺度について検討した 2。本稿では、それらの測定尺度を用い
て、韓国、中国、アメリカ、ヨーロッパ、アフリカの各国・地域での海外勤
務の可能性に対する見積もりが、どのような要因の影響をどの程度受けてい
るのかを男女別に明らかする。直接的ならびに間接的な異文化接触経験の多
くで有意な男女差が見られたため（有馬，2014）、それらがグローバル意識
や海外勤務の可能性に対する見積もりに及ぼす影響過程においても男女差が
あると考えられるからである。
グローバル意識は外国・外国人に対するイメージや態度など様々な要因の
影響を受けると思われる。私たちのそうしたイメージや態度は、所属集団の
規範や両親の影響、教育やマス・メディアによる間接接触、渡航などによる
直接接触、国家間の関係や国際的な事件の影響、説得的コミュニケーション
などさまざまな要因により形成される（御堂岡，1991）。特に直接経験する
機会が乏しい事柄については、マス・メディアの影響力が大きいといわれて
いる（Weaver, Graber, McCombs and Eyle, 1981; Morgan and Signorielli, 1990; 
McCombs, Einsiedel and Weaver, 1991）。また、日本への留学生数は 10万
人以上であるため（日本学生支援機構，2014）、今日の日本の若者が外国や
 2 「日本人学生の内向き志向に関する研究（1）：尺度の構成と性差の検討」（東京女
子大学論集　第 65巻 1号）で発表された。
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外国人に対して抱いているイメージやグローバル意識（海外志向性や国際結
婚許容度）は、渡航による直接経験のみならず日本に居ながらの直接接触と
マス・メディアなどからの間接接触の影響を受けていると思われる。以上の
ことから、異文化への直接接触と間接接触は、それぞれグローバル意識に正
の影響を及ぼすと思われる（それぞれ仮説 1-1、仮説 1-2）。
また、海外志向性と国際結婚許容度はそれぞれ海外勤務の可能性と正の相
関関係にある（萩原，2012）。このことから、グローバル意識（海外志向性
と国際結婚許容度）は、それぞれ海外勤務の可能性に対する見積もりに正の
影響を及ぼすだろう（それぞれ仮説 2-1、仮説 2-2）。
さらに、大学生が旅行で訪れたことのある国・地域や 1ヶ月以上の滞在経
験があるのはアメリカ（それぞれ 59.3％と 43.0％）が突出して高く、彼ら
のアメリカ、ヨーロッパ、アジアの知識は豊富かつ正確であるのに対し、ア
フリカに関するそれは乏しい（萩原，2012）。また、旅行で訪れたい国・地
域として大学生の間で人気が高いのは、ヨーロッパであり、次いでアメリカ
などの英語圏、韓国・中国などの漢字文化を持つアジア文化圏が続く（萩
原，2012; 有馬，2014）。また、前述のように大学生たちが海外勤務の可能
性が最も高いと考えているのはアメリカである（萩原，2012; 有馬，2014）。
つまり、海外旅行や留学などによる直接的な異文化接触が豊富な外国・地域
について、大学生たちは正確かつ豊富な知識を持ち、そうした国・地域への
旅行願望も高く、それゆえ将来の海外勤務の可能性を高く見積ると考えられ
る。すなわち、ある国や地域への旅行願望が強いほど、当該国・地域で将来
仕事をする可能性を高く見積もると考えられる（仮説 3）。
一方、新入社員を対象に行われた調査から、海外勤務で最も不安なことは
「治安」（75.5％）であることが明らかにされている（産業能率大学，2013）。
自身が犯罪や事件に巻き込まれる可能性がある国や地域で働くことは、その
他の不安、例えば「言葉」「食事」「住環境」などの問題からも避けたいとい
う気持ちを強くすると思われる。今日、我々はテレビや新聞などのマス・メ
ディアやインターネットを通じて、様々な国や地域における社会的出来事を
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入手できるため、オーディエンスは自分の身の安全に対する不安を募らせる
犯罪や事件が頻発する国や地域で働く可能性を低く見積もると考えられる。
したがって、ある国や地域における犯罪、治安の悪さ、紛争を多いと知覚す
るほど、当該国・地域での海外勤務の可能性を低く見積もるだろう（仮説
4）。
また、萩原（2012）は、大学生の愛国心、すなわち日本人であることを
誇りに思い日本を愛する気持ちと、ナショナリズム、すなわち他国よりも日
本が優れていることを誇りに思う気持ちは、海外志向性と国際結婚許容度と
それぞれ次のような関係にあることを明らかにしている。つまり、愛国心は
海外志向性と国際結婚許容度とそれぞれ負の相関関係に、ナショナリズムは
国際結婚許容度と負の相関関係にあるのである。また、2003年に開催され
た日韓共催 FIFAワールドカップ時に大学生を対象に行った調査において
も、日本人アイデンティティの高い者は、日本よりも良い成績を修めた韓国
を外集団とみなし韓国に対して否定的なイメージを抱いていた（上瀬・萩
原，2003）。以上より、自国に対する思い入れや自国を愛する気持ちは、グ
ローバル意識とは相いれないものであると思われる。したがって、ナショナ
リズムと愛国心は、それぞれグローバル意識に負の影響をもたらすと考えら
れる（仮説 5-1、仮説 5-2）。
方　　法 3
調査協力者　大学生 1,470名（男性 749名、女性 718名、不明 3名）。本稿
では日本国籍を有し性別が判明している男性 745名、女性 715名の合計
1,460名から得られたデータのみを用いた。
手続き　2010年 10月に首都圏の 9つの大学の授業時間内に質問紙調査を実
施した。
分析に用いた項目　外国出身者との直接的な接触経験（アジア出身者との友
 3 調査協力者と調査全体の質問項目の詳細は萩原（2012）、本稿の分析項目の詳細
は有馬（2014）を参照されたい。
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人付き合い、アジア出身者との親戚付き合い、欧米出身者との直接接触、そ
の他地域出身者との友人付き合い、その他地域出身者との親戚付き合い）、
外国制作番組及び外国関連バラエティ番組の視聴状況（アメリカ製ドラマ視
聴、日本のバラエティ番組視聴、韓流ドラマ視聴）、国際的なスポーツイベ
ントのテレレビ視聴状況（オリンピック視聴、ワールドカップ視聴）、愛国
心、ナショナリズム、グローバル意識（海外志向性、国際結婚許容度）のそ
れぞれの因子得点。
外国に関する基礎知識（地域別国名正答数）。
希望する海外旅行先。具体的には、「韓国」「中国」「アメリカ」あるいは
「ヨーロッパ」「アフリカ」の国名が書かれていた場合には、その順位が一位
の場合には 3点、二位の場合には 2点、三位の場合には 1点を与え、5つの
国・地域別に点数を算出したもの。
海外勤務の可能性。「韓国」「中国」「アメリカ」「ヨーロッパ」「アフリカ」
の 5つの国と地域について、大学卒業後に仕事で訪れる可能性を「非常に低
い（10％以下）」「低い（20～30％程度）」「中くらい（40～60％程度）」「高
い（70～80％）」「非常に高い（90%以上）」の 5つの選択肢の中からそれぞ
れ 1つずつ選択してもらった。
外国の犯罪・治安や戦争・紛争に対する知覚。それらがテレビで取り上げ
られる量が多いと思うか否かを「韓国」「中国」「アメリカ」の各国と「ヨー
ロッパ」「アフリカ」の地域について 2件法で訊ねた。外国における治安の
悪さに対する知覚については、それぞれの国・地域ごとにそう思うか否かを
2件法で訊ねた。
結　　果
「海外勤務の可能性」を規定する要因について、男女別に共分散構造分析
を行った。検討に当たっては、それぞれの国・地域へ「海勤務で行く可能
性」を最終的な目的変数とし、「海外志向性」「国際結婚許容度」、その国・
地域を「旅行で訪れたい願望度」を説明変数とするモデルに、当該国・地域
―164―
出身の外国人との直接的な接触経験の 5因子、海外のテレビ番組や海外に
関するテレビ番組の視聴状況の 3因子、国際的なスポーツイベントのテレ
ビ視聴状況の 2因子、ナショナリズム尺度の 2因子、さらに地域別国名正答
数、テレビ番組で取り上げられるそれぞれの国・地域の犯罪・治安、戦争紛
争の多さに対する知覚、それぞれの国・地域の治安の悪さに対する知覚がど
のように影響しているかを男女別に探索的に調べた。各分析の適合度指標
は、標準回帰係数の値が 0.1％水準未満で有意なパスに限定した時が最も優
れていたため、5％水準と 1％水準で有意なものを除外してモデルを構築し
た。
まず、「韓国」へ将来仕事で行く可能性についてみてみよう。「韓国」での
勤務可能性に対しては、男女とも「海外志向性」が直接正の影響を及ぼして
いた（男性： β＝.09、女性： β＝.18）。男性の場合、「アジア出身者との友人
付き合い」（β＝.21）、「ワールドカップ視聴」（β＝.15）、テレビで取り上げ
られる韓国の「犯罪・治安」関係ニュースの多さ（β＝‒.14）が「海外志向
性」に影響していた（図 1参照）。「アジア出身者との友人付き合い」
（β＝.12）と「ワールドカップ視聴」（β＝.14）は「アジア地域の国名正答数」
にも正の影響を与えていたが、後者が「韓国」での勤務可能性に対する見積
もりに影響することはなかった。
図 1　韓国へ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（男性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（9）＝13.864, n.s.、RMSEA＝0.027, AIC＝49.864.
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女性の場合も男性の場合と同様に、「アジア出身者との友人付き合い」
（β＝.24）と「ワールドカップ視聴」（β＝.18）が「海外志向性」に正の影響
を与えていた（図 2参照）。加えて、「アジア出身者との親戚付き合い」
（β＝.13）、「ナショナリズム」（β＝.21）、「愛国心」（β＝‒.29）がそれぞれ「海
外志向性」に影響を与えていた。また、「韓国」での勤務可能性には「韓流
ドラマ視聴」（β＝.14）も直接正の影響を与えていた。
以上より、「韓国」へ将来仕事で行く可能性については、男女で共通の因
果関係と異なる因果関係が認められ、女性では男性よりも多くの要因が有意
な規定因となっていることがわかる。
仕事で将来「中国」へ行く可能性に対しても、男女共に「海外志向性」が
直接正の影響を与えていた（男性： β＝.17、女性： β＝.17）。また、男女共
に「アジア出身者との友人付き合い」（男性： β＝.18、女性： β＝.24）、「ア
ジア出身者との親戚付き合い」（男性： β＝.12、女性： β＝.13）、「ワールド
カップ視聴」（男性： β＝.16、女性： β＝.18）が「海外志向性」に正の影響
図 2　韓国へ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（女性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（20）＝69.013, p＜.001、RMSEA＝0.059, AIC＝117.013.
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を与えていた（図 3・図 4参照）。
男性の場合には、「韓国」の場合と同様に、「ワールドカップ視聴」（β＝.14）
と「アジア出身者との友人付き合い」（β＝.12）が「アジア地域の国名正答
数」に正の影響を及ぼしていたが、それが「中国」での勤務可能性に対する
見積もりに影響することはなかった（図 3参照）。
図 3　中国へ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（男性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（9）＝69.055, p＜.001、RMSEA＝0.116, AIC＝93.986
図 4　中国へ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（女性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（20）＝86.826, p＜.001、RMSEA＝0.068, AIC＝134.826
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女性の場合には、「ナショナリズム」（β＝.21）と「愛国心」（β＝‒.29）が
「海外志向性」に影響を及ぼしており、「韓国」の場合と同様であった（図 4
参照）。さらに、「日本の海外バラエティ視聴」（β＝.13）が「中国」での勤
務可能性に対する見積もりに直接正の影響を与えていた。
以上より、「中国」での勤務可能性に対する見積もりにおいては、男性に
関しては「韓国」と同様の因果モデルが、女性に関しては「日本の海外バラ
エティ視聴」の「海外勤務の可能性」への影響を除き「韓国」と同様の因果
モデルが認められた。
「アメリカ」へ仕事で行く可能性において、男女で共通していたのは「欧
米出身者との直接接触」（男性： β＝.33、女性： β＝.34）が「海外志向性」
に正の影響を与え、「海外志向性」（男性： β＝.41、女性： β＝.42）が「アメ
図 5　アメリカへ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（男性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（3）＝14.050, n.s.、RMSEA＝0.70, AIC＝36.050
図 6　アメリカへ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（女性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（5）＝14.138, p＜.05、RMSEA＝0.051, AIC＝44.138
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リカ」で将来仕事をする可能性に対して正の影響を与えていたことである
（図 5・図 6参照）。一方、男女で異なっていたのは、男性においては「ワー
ルドカップ視聴」（β＝.14）が、女性においては「ナショナリズム」（β＝.19）
と「愛国心」（β＝‒.26）が、それぞれ「海外志向性」に影響を与えていた点
である（図 5・図 6参照）。
前述の「韓国」と「中国」といった東アジアの国々での勤務可能性に対す
図 7　ヨーロッパへ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（男性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（3）＝9.313, p＜.05、RMSEA＝0.053, AIC＝31.313
図 8　ヨーロッパへ仕事で行く可能性とヨーロッパへの旅行願望についての共分散構造
分析の結果（女性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（20）＝56.453, p＜.001、RMSEA＝0.051, AIC＝104.453
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る見積もりとは異なり、「海外志向性」に対して影響を及ぼす要因が少なく、
女性の場合でもドラマやバラエティ番組といった娯楽番組の影響がみられな
かった。
「ヨーロッパ」へ将来仕事で行く可能性に対する見積もりにおいては、男
女共に「欧米出身者との直接接触」（男性： β＝.33、女性： β＝.30）と「ワー
ルドカップ視聴」（男性： β＝.14、女性： β＝.17）が「海外志向性」に正の
影響を与え、「海外志向性」（男性： β＝.41、女性： β＝.42）が「ヨーロッパ」
での勤務可能性へ正の影響を与えていた（図 7・図 8参照）。
女性においては、「海外志向性」に対して「ヨーロッパの国名正答数」
（β＝.11）、「ナショナリズム」（β＝.19）、「愛国心」（β＝‒.28）が影響を与え、
「海外志向性」（β＝‒.14）が「ヨーロッパへの旅行願望」に負の影響を与え
ていた（図 8参照）。
最後に、「アフリカ」へ将来仕事で行く可能性に対する見積もりへの影響
過程をみてみよう。男女共に、「その他地域出身者との友人付き合い」（男性：
β＝.20、女性： β＝.24）と「ワールドカップ視聴」（男性： β＝.17、女性：
β＝.18）が「海外志向性」へ正の影響を与え、「海外志向性」（男性： β＝.20、
女性： β＝.23）が「アフリカ」での勤務可能性に対する見積もりに正の影響
を与えていた（図 9・図 10参照）。また、男性においては「海外志向性」が
「アフリカへの旅行願望」（β＝.13）に正の影響を与えていた（図 9参照）。
一方、女性においては、「アフリカの国名の正答数」（β＝.17）、「ナショナリ
図 9　アフリカへ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（男性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（6）＝15.422, p＜.05、RMSEA＝0.046, AIC＝43.422
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ズム」（β＝.22）、「愛国心」（β＝‒.31）も、それぞれ「海外志向性」に影響を
与えていた（図 10参照）。
以上の結果から仮説が支持されたかを検討する。まず、全てのケースにお
いて、異文化への直接接触がグローバル意識のうち「海外志向性」に正の影
響を与えていたことから、仮説 1-1（異文化への直接接触はグローバル意識
に正の影響を及ぼすだろう）は一部支持された。一方、異文化への間接接触
については、男性ではいずれのケースにおいても「W杯視聴」が「海外志
向性」に正の影響を与えていた。女性については、アメリカのケースを除き
「W杯視聴」が、韓国と中国のケースではそれぞれ「韓流ドラマ視聴」と
「日本のバラエティ番組視聴」が「海外志向性」に正の影響を与えていた。
以上のことから、仮説 1-2（異文化への間接接触はグローバル意識に正の影
響を及ぼすだろう）は一部支持されたといえる。
また、全てのケースにおいて「海外志向性」が海外勤務の可能性に対する
見積もりに正の影響を与えていたことから、仮説 2-1（海外志向性は海外勤
図 10　アフリカへ仕事で行く可能性についての共分散構造分析の結果（女性）
注：  パス係数は全て0.1％水準で有意。  
χ2（14）＝32.057, p＜.01、RMSEA＝0.043、AIC＝74.057
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務の可能性に対する見積もりに正の影響を及ぼすだろう）は支持された。し
かし、「国際結婚許容度」が海外勤務の可能性に影響するケースはなかった。
以上より、仮説 2-2（国際結婚許容度は海外勤務の可能性に対する見積もり
に正の影響を及ぼすだろう）は支持されなかった。さらに、旅行願望が海外
勤務の可能性に影響するモデルは構築されなかったことから、仮説 3（ある
国や地域への旅行願望が強いほど、当該国・地域で将来仕事をする可能性を
高く見積もるだろう）も支持されなかった。
犯罪・治安がニュースで取り上げられる量に対する知覚は、男性の韓国の
ケースでは「海外志向性」に負の影響を及ぼすことが認められた。しかし、
ある国・地域における治安の悪さや紛争・戦争に対する知覚が海外勤務の可
能性に影響するケースはなかった。以上より、仮説 4（ある国や地域におけ
る犯罪・治安の悪さ、紛争を多いと知覚するほど、当該国・地域の海外勤務
の可能性を低いと感じるだろう）は支持されたとは言い難い。
最後に、「ナショナリズム」と「愛国心」に関する仮説について検討しよ
う。女性の全てのケースにおいて、「ナショナリズム」が「海外志向性」に
正の影響を与え、「愛国心」がそれに負の影響を与えていた。ただし、男性
についてはこうした影響過程は一切みられなかった。したがって、仮説 5-1
（ナショナリズムはグローバル意識に負の影響をもたらすだろう）は支持さ
れなかったが、仮説 5-2（愛国心はグローバル意識に負の影響をもたらすだ
ろう）は女性の「海外志向性」についてのみ支持された。
考　　察
本稿の目的は、（1）グローバル意識に影響を及ぼす大学生たちの直接的・
間接的な異文化接触経験とその他の心理的要因を明らかにすること、（2）そ
れらの要因がどのようにグローバル意識と海外で仕事をする可能性に対する
見積もりに影響しているかとその影響の大きさを検討することであった。分
析の結果、（1）グローバル意識のうち「海外志向性」は海外勤務の可能性に
対する見積もりに影響するが「国際結婚許容度」は影響しないこと、（2）「海
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外志向性」に一貫して影響するのは、外国人との親密な友人付き合いとワー
ルドカップ視聴であること、（3）海外志向性に影響するその他の要因は男女
で異なること、などが明らかにされた。
以下では、グローバル意識に影響を及ぼす要因、海外志向性に対するマ
ス・メディアの影響力、大学生にとっての海外就労、について順に考察し、
最後に今後の展望を述べる。
グローバル意識に影響を及ぼす要因
本研究では、世界五カ国・地域での海外勤務が将来起こりうる確率に対す
る見積もりを「海外志向性」と「国際結婚許容度」によってどの程度説明で
きるかを軸に、その他の変数が「海外志向性」と「国際結婚許容度」あるい
は「旅行願望度」「海外勤務の可能性」に影響を及ぼす要因となっているか
否かを検討した。結果は、回答者の性別ならびに行き先に関わらず、その
国・地域の人々との親しい友人付き合いが「海外志向性」に影響することを
一貫して示していた。一方、「国際結婚許容度」はいずれの条件においても、
因果モデルに残らなかったことから、国際結婚と海外での勤務の間の関連性
は極めて低いと推察される。
「海外志向性」はどのような条件においても「海外勤務の可能性」に直接
影響を与える唯一あるいは最も強力な要因であり、他の変数と「海外勤務の
可能性」を媒介する要因である。つまり、「海外志向性」は個人の経験や心
理的傾向から影響を受け海外での仕事に対する意欲に影響を与える要因であ
る。では、「海外志向性」に影響を与える個人の経験や心理的傾向はどのよ
うなものであろうか。当該地域の外国人との親しい友人付き合いというレベ
ルでの直接接触は、全てのケースにおいて「海外志向性」に正の影響を与え
ていた。ある国の出身者との良好な友人付き合いは、それが親戚付き合いに
発展しなくとも、「海外志向性」を高めその国で仕事をすることに対する心
理的障壁を低くすると思われる。つまり、若者たちのグローバル意識を高め
るためには、外国出身者と親しく友人付き合いができる機会をできるだけ多
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く設ける必要がある。
外国人との親戚付き合いは、男性の「韓国」のケースを除き「韓国」と
「中国」というアジア圏での海外勤務の可能性を見積もる際の「海外志向性」
を高める要因となっていた。一方、アメリカ、ヨーロッパ、アフリカで仕事
をする可能性に対する見積もりにおいては、外国人との親戚付き合いは「海
外志向性」の規定因ではなかった。このことについては、アメリカとヨー
ロッパで仕事をする可能性、アフリカで仕事をする可能性のそれぞれについ
て、次に述べるような異なる理由が考えられる。まず、アメリカとヨーロッ
パで仕事をする可能性の場合について述べる。そもそも欧米出身者との接触
経験については、アジアやその他地域出身者の場合とは異なり、因子が 1つ
しか抽出されなかった。つまり、調査協力者である大学生たちにとって、欧
米出身者との付き合いは、友人付き合いと親戚付き合いを区別することがで
きないのである。換言すれば、日本人学生にとっての欧米出身者との付き合
いは、アジアやその他地域出身者とは異なり、友人付き合いが親戚付き合い
に発展する可能性が高いことを示唆している。一方、アフリカで仕事をする
可能性については、日本に滞在するアフリカを含むその他地域出身者の数が
相対的に少なく、またそうした地域へ大学生が旅行や留学で訪れる機会も少
ないため、その他地域出身者との親戚付き合いの機会が非常に少ないことが
原因であると推察される。
影響力の大きさは外国人との直接接触には及ばなかったが、女性における
アメリカでの勤務可能性に対する見積もりを除く全てのケースで、ワールド
カップ視聴は「海外志向性」に正の影響を与えていた。ワールドカップは地
域予選を勝ち抜いた 32カ国で争われるため、多様な国に関する情報を得る
ことは望めない。しかし、このことが却ってオーディエンスの外国・外国人
に関する質の高い情報に対する接触頻度を高めるのではないか。なぜなら、
オリンピックでは、競技数はいうまでもなく参加国数はワールドカップより
も遥かに多い。その結果、オリンピック視聴においては、オーディエンスは
日本の選手やチームを応援するために、あるいは彼らの戦績に関する情報を
―174―
入手するためにテレビを視聴すると考えられる。一方、ワールドカップは、
地域予選を勝ち抜いた 32カ国がグループリーグで戦い、さらにリーグ戦を
勝ち抜いた 16チームがトーナメント戦に参加する。日本代表チームを応援
するためにテレビで試合観戦をすると、一試合当たり約 2時間にわたって
日本チームのみならず対戦チームの情報に接することになる。また、リーグ
戦視聴時においては、日本チームがトーナメント進出した後のことを考慮し
他リーグの強豪チームの情報を収集する、次の対戦チームの情報を収集する
ことがあるのではないか。つまり、オリンピック視聴とは異なり、ワールド
カップのそれにおいてはサッカーという単一のスポーツを扱っているため
に、たとえ自国チームの応援のためであっても、他国の情報を積極的に入手
することになるのではないか。そうして得た外国・外国人に関する情報が、
海外志向性を高めるのであろう。
次に、「国際結婚許容度」について論じる。「国際結婚許容度」は海外での
仕事の可能性の規定因ではないことを本研究の結果は示している。産業能率
大学（2013）の調査からも明らかなように、今日の大学生においては、海
外で仕事をすることはキャリアの一部であるという意識が強いと考えられ
る。一方、国際結婚は海外で仕事をする際の一助になるとは捉えられてない
のではないか。つまり、海外で仕事をすることと私生活は切り離して考えら
れているのである。その理由として国際結婚の煩わしさがあるのだろう。国
際結婚には、それまでの自身の生活習慣や価値観を大きく変えざるを得ない
というリスクが伴う。配偶者の考え方や日本の文化・習慣への配偶者の適応
状況によっては、たとえ日本で結婚生活をスタートさせたとしても外国に移
住せざるをえないこともあろう。また、私生活と仕事の双方でグローバル化
することは、日本人アイデンティティへの脅威となるかもしれない。そうし
たリスクを冒す可能性がある国際結婚と海外で仕事をすることを結びつける
ことを、大学生たちが積極的に行うとは考え難い。
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海外志向性に対するマス・メディアの影響力
本研究では、国際的なスポーツイベントのテレビでの視聴状況、外国制作
番組及び外国関連のバラエティ番組の視聴状況、その国・地域における犯
罪・治安、戦争紛争がテレビで取り上げられる量に対する知覚を、マス・メ
ディアを通じた異文化への間接接触経験として取り上げた。犯罪・治安に関
しては、その国・地域における治安の悪さに対する知覚も検討要因とした。
日本は世界一治安が良い国といわれる。したがって、産業能率大学（2013）
の調査で明らかにされているように、外国の治安の悪さ、暴力事件に巻き込
まれることに対する不安は、大学生たちが海外勤務の可能性を見積もる際の
抑制要因の 1つとなると考えられた。さらに、そうした不安をもたらすの
は、諸外国での犯罪事件、テロ、戦争紛争に関するマス・メディアでの報道
であると推察された。
こうした予想に反し、マス・メディア接触による間接的な異文化接触経験
は「海外志向性」や海外勤務の可能性に対する見積もりに限定的な影響しか
及ぼしていなかった。テレビで取り上げられるその国・地域の犯罪・治安の
多さに対する知覚が「海外志向性」に負の影響を与えていたのは、男性の韓
国での仕事に対する見積もりのみであり、その国・地域の戦争・紛争がテレ
ビで取り上げられる量ならびに治安の悪さに対する知覚は、いずれの条件に
おいても「海外志向性」ならびに海外勤務の可能性に対する見積もりに影響
していないことが明らかとなったのである。今回の質問紙調査での尋ね方が
このような結果をもたらした可能性があることは否めない。本調査では居住
可能性や勤務可能性に限定せずに、治安の悪さや犯罪の多さ、戦争・紛争の
テレビ報道での多さを尋ねた。“その国で仕事をすることになったとしたら”
という前提条件のもとで治安の悪さをどのように知覚しているかを尋ねたな
らば、異なる結果が得られる可能性はある。
ワールドカップ視聴が「海外志向性」に一定の影響を及ぼすことは既に述
べた通りである。しかし、その他のマス・メディア接触、すなわちオリン
ピック、アメリカ製ドラマ、韓流ドラマ、日本の海外バラエティを視聴する
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ことは、「海外志向性」にほとんど影響していなかった。したがって、外国
イメージを形成あるいは変容させるといわれているテレビを通しての間接的
な異文化接触経験は（御堂岡，1991）、「海外志向性」といういわばグローバ
ル意識を育成することにおいて有効な方法とは言い難い。一方、女性の場合
には、韓国での勤務可能性においては韓流ドラマの視聴が、中国での勤務可
能性においては日本の海外バラエティの視聴が、それぞれ正の影響を直接与
えていた。韓流ドラマも日本の海外バラエティ番組も娯楽番組である。女性
たちは娯楽番組を通じて、その国の文化や国民たちの特性を知り、そのこと
によってそうした国々に親近感を覚え、その結果将来そうした国々で仕事を
する可能性をより高く見積もるのではないか。また、女性においても仕事で
行く可能性が非常に低く見積もられているアフリカやそれが相対的に高く見
積もられている欧米に関しては、娯楽番組による影響は認められないのであ
る。大坪・萩原（2004）で明らかにされたように、外国に関連した娯楽番
組を視聴することは、ある国に関する肯定的な態度変化や知識量の増大をも
たらすかもしれない。しかし、仕事で行く可能性が非常に低く見積もられて
いる国・地域の場合には、娯楽番組の視聴が海外勤務の可能性に対する見積
もりを変えることはほとんどないのである。また、欧米に関しては、そもそ
も日本人は欧米偏重の傾向があることから、娯楽番組を視聴することがその
国で働く可能性に対する見積もりに影響を与えることはないのだろう。
以上より、海外で制作された娯楽番組や海外についての娯楽番組は、その
国や地域に対する心理的距離を小さくする可能性はあるとしても、「海外志
向性」という普遍的なグローバル意識を高めることはなく、テレビ視聴を通
しての間接的な異文化接触経験が外国で働くという行動の生起に影響するこ
とは、女性のアジア諸国での勤務の場合を除きほとんどないといえる。ま
た、大学生のこれまでの異文化体験においては、マス・メディアなどを通し
た間接経験よりも対人レベルの直接経験の方が、海外志向性を高めると考え
られる。
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大学生にとっての海外就労
本研究の結果は、概して女性の場合には男性の場合よりも多くの変数が
「海外志向性」に影響することを示していた。このことから、女性において
は様々な経験や考え方が彼女たちの「海外志向性」を高めると推察される。
つまり、女性たちのグローバル意識は、彼女たちの様々な経験や心理特性の
産物なのである。一方、男性の場合には、“仕事で海外へ行くこと”あるい
は“海外で仕事をすること”それ自体に彼らが価値を見出すことが「海外志
向性」の決定因であると考えられる。
「ナショナリズム」と「愛国心」が「海外志向性」に影響していたのは女
性においてのみであった。「ナショナリズム」は「海外志向性」を高め、「愛
国心」はそれを抑制していたのである。「ナショナリズム」は、自国が他の
国よりも優れており、自国民が他民族よりも優れているという優越感を表
す。「ナショナリズム」が女性たちの「海外志向性」を高めるということは、
他民族や外国に対する優越感がそうした国の人々の役に立つことができる、
あるいはその国で成功を修めることができるという自信を女子学生たちにも
たらしているのではないか。一方、日本を好きであるという意識を表す「愛
国心」が「海外志向性」に負の影響を与えているということは、住み慣れた
日本国内でコミュニケーションに支障を感じることなく仕事をすることに、
女子学生たちが魅力を感じていることを示唆している。日本人であることを
誇りに思えることは個人にとっても国家にとっても喜ばしいことであろう。
しかし、その程度が強くなるにつれ内向き志向が強くなる可能性は高く、ま
た“日本は他国よりも優れている”という気持ちが強いほど海外勤務により
キャリアアップを図る意欲が高まる。つまり、女性たちは自尊心を傷つける
ことがないような状況において海外でキャリアアップを図ることを望み、そ
うではない場合には海外での仕事にやりがいを見いだせない可能性がある。
グローバル化は今後ますます進展していくだろう。そのような状況の中で、
世界の各地で日本人が優位性を保つことは難しくなる可能性がある。そうな
れば、日本人女性たちの内向き志向はより強固なものとなるのではないか。
―178―
ただし、男子大学生においては「ナショナリズム」や「愛国心」が「海外
志向性」に影響を与えていることはなかった。したがって、男性が外国で仕
事をする際には、“日本を代表している”あるいは“日本のために”“日の丸
を背負っている”といったプレッシャーを感じることはないといえる。
男女を問わず、ある国・地域への旅行願望度がその国・地域へ仕事で行く
可能性に対する見積もりに影響を与えることはなかった。彼らにとって、旅
行で外国を訪れることと外国で仕事をすることは無関係である。海外旅行に
教養を高める機能があるとしても、大学生たちにとっては、それはあくまで
も余暇活動であり仕事とは切り離して考えるべき活動といえる。
本研究の意義と今後の展望
本研究から、大学生の海外志向性、すなわち外国で学び仕事をしたいとい
う意欲は将来海外で仕事をする可能性に対する見積もりを高めるが、国際結
婚許容度はそのような見積もりと無関係であることが明らかとなり、大学生
にとって仕事と家庭におけるグローバル化は同時に追求されるものではない
ことが示された。両者のグローバル化を達成することが必ずしも個人の幸福
にはつながらないと考えられていることがわかる。また、結果から、留学や
海外で仕事をすることに対する動機づけを高めるためには、マス・メディア
から得られる間接的な情報よりもむしろ対人的な直接接触が有効であること
がわかる。日本在住の外国人との交流の機会を幼少期よりできるだけ多く設
ける、子どものいる日本人家庭で外国人のホームステイを積極的に受け入れ
るなど、外国人との直接接触を行えるような機会を個人にもたらすことがで
きる施策を考えていくべきであろう。
本稿で用いた研究データは、グローバル意識に影響を与える要因やその大
きさを調べることのみを目的として計画された調査から得られたものではな
い。そのため各モデルにおける影響力の大きさや説明力に問題が残る。ま
た、留学経験や語学力といったグローバル意識に大きな影響を及ぼすとされ
る（産業能率大学，2013）変数を測定していない。今後の調査においては、
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こうした点を踏まえた調査を設計することが望ましい。
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